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＜ローカルベンチマークの利用者・対象者＞

＜ローカルベンチマークの目指すもの＞

○ローカルベンチマークは、
・企業の経営者等と金融機関、支援機関の対話を深める「入口」として使われることを
念頭に置いて、それぞれの利用者にとってわかりやすい、使いやすいものを目指した。

・それぞれの企業や金融機関、支援機関が独自の視点でより深い「対話」や理解をする
出発点。

・「産業・金融一体となった地域経済の振興を総合的に支援するための施策」であり、
地域経済施策や中小企業施策、地域金融施策の「結節点」となるべきものである。

・経営者自身も課題に気づき、緊張感を持って経営改善に向けた目標の設定や共有、
「PDCAサイクル」を機能させるための出発点とすることが期待される。

○ローカルベンチマークの主な利用者としては、
・地域金融機関 や政府系金融機関、ファンド、証券会社 等の金融機関、各地域の支援セ
ンター（地方公共団体等）や商工会・商工会議所等の支援機関が挙げられる。さらに、
地域企業の経営改善を支援する全国的な組織として、中小企業関係団体の全国組織に
加え、例えば、中小企業基盤整備機構や中小企業再生支援協議会、地域経済活性化支
援機構 等の活動の中に組み込まれることが期待される。
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「ローカルベンチマーク活用戦略会議」について
 ロカベンの普及促進に向けた取組の検討、活用事例の横展開を目的として、
平成28年4月より「ローカルベンチマーク活用戦略会議」を開催している。

○ローカルベンチマーク活用戦略会議 参加機関一覧 (平成29年2月時点)
【座長】
村本 孜 成城大学名誉教授

【委員】
日本商工会議所
全国商工会連合会
全国中小企業団体中央会
独立行政法人 中小企業基盤整備機構
中小企業再生支援全国本部
一般社団法人 中小企業診断協会
サービス産業生産性協議会
一般社団法人 ＣＲＤ協会
一般社団法人 全国信用保証協会連合会
特定非営利活動法人 日本動産鑑定
一般社団法人 全国銀行協会
一般社団法人 全国地方銀行協会
一般社団法人 第二地方銀行協会
一般社団法人 全国信用金庫協会
一般社団法人 全国信用組合中央協会
株式会社 商工組合中央金庫
株式会社 日本政策投資銀行

日本公認会計士協会
日本税理士会連合会
日本弁理士会
ＴＫＣ全国政経研究会
株式会社 経営共創基盤
株式会社 ジェイ・ウィル・パートナーズ
有限会社 ツトム経営研究所
株式会社 地域経済活性化支援機構
一般社団法人 地域の魅力研究所

【オブザーバー】
株式会社 日本政策金融公庫
内閣官房 まち・ひと・しごと創生本部事務局
金融庁
総務省
経済産業省
中小企業庁



１．ローカルベンチマークについて

7

２．ローカルベンチマークの活用状況

３．知財政策における活用について





（地域別）

（参考）中小企業等経営強化法の認定について

＜認定事業者の内訳（10,101件）＞
（業種別）
○製造業：7,778件
○卸・小売業：471件
○建設業：488件
○サービス業(他に分類されないもの)：217件
○医療、福祉業：204件
○電気・ガス・熱供給・水道業：201件
○情報通信業：196件
○学術研究、専門・技術サービス業：191件
○生活関連サービス業,娯楽業：100件
○宿泊業、飲食サービス業：53件
○不動産業、物品賃貸業：56件
○農業・林業：48件
○運輸業、郵便業：48件
○鉱業、採石業、砂利採取業：25件
○教育、学習支援業：20件
○漁業：3件
○金融業、保険業：2件

○北海道：202件
○東北：373件
（青森:32件､岩手:28件､宮城:53件､秋田:29件､山形:147件､
福島:84件）

○関東：3,779件
（茨城:197件､栃木:169件､群馬:238件､埼玉:363件､千葉:215件､
東京:1,042件､神奈川:444件､新潟:259件､山梨:37件､
長野:349件､静岡:467件）

○中部：1,689件
（富山:132件､石川:151件､岐阜:259件､愛知:996件､
三重:151件）

○近畿：2,197件
（福井:89件､滋賀:106件､京都:236件､大阪:1,012件､兵庫:574件､
奈良:97件､和歌山:82件）

○中国：671件
（鳥取:41件､島根:30件､岡山:191件､広島:292件､山口:117件）

○四国：333件
（徳島:51件､香川:126件､愛媛:114件､高知:42件）

○九州・沖縄：857件
（福岡:315件､佐賀:61件､長崎:66件､熊本:116件､大分:97件､
鹿児島:76件､宮崎:82件､沖縄:44件）

○平成28年7月1日に施行した中小企業等経営強化法では、「経営力向上計画」の認定を受
けた中小企業・小規模事業者に対して、機械装置の取得に関する固定資産税の軽減や資
金繰り等の支援を措置。

○平成28年12月31日現在、10,101件を認定（経済産業省：8,263件、国土交通省：678
件、農林水産省：618件、厚生労働省：274件、国税庁：70件等）
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金融庁「金融仲介機能のベンチマーク」（平成28年9月15日公表）での活用

 金融機関による「担保・保証に依存しない融資の促進」や「取引先の経営改善や成長
力の強化支援」を目的に、金融庁が金融機関と対話し、取組を評価するための指標。

 ロカベンも、その活用状況が選択ベンチマーク（※）の一つに。
※各金融機関の自主的な取組を促すため、ベンチマークは共通項目以外はおおむね選択制となっており、事業戦
略やビジネスモデル等を踏まえて各行が選択し、自主点検、自主開示することとされている。

（２）事業性評価に基づく融資等、担保・保証に過度に依存しない融資

5.事業性評価の結果やローカルベンチマークを提示して対話を行っている取引先数、及び、先の
うち、労働生産性向上のための対話を行っている取引先数。

(参考)
「金融仲介機能のベンチマーク」より抜粋
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各種施策(金融機関での取組み等)でのロカベン活用について

 現在、企業向けの各種支援施策と連携を進めている状況。
 金融機関・支援機関でもロカベンを活用した企業支援が進んでいる。

参考：佐久商工会議所での活用事例【国・地方自治体での活用事例(一部)】
厚生労働省「労働移動支援助成金」
・助成金の優遇助成（支給額の増額）の対象として、「ロ
カベンの財務分析結果が「B」以上であること」を要件
の一つに。

【金融機関・支援機関での活用事例(一部)】
佐久商工会議所
・経営指導員によるロカベンを活用した無料相談を実施中。

株式会社マネーフォワード
・ビジネス向けクラウド型会計ソフト「MFクラウド会計」
にロカベンを実装。

大阪信用金庫
・事業再生先等でロカベンを活用した対話を実施。

中企庁財務課「事業承継ガイドライン」
・円滑な事業承継のための、経営状況の把握(見える化)に資する
取り組みとしてローカルベンチマークを紹介。
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ローカルベンチマーク検討の背景

 急激な人口減少が始まっている地域経済の持続のためには、地域企業が付加価値を
生み出し、雇用を創り続けていかなければならない。

 「日本再興戦略 改訂2015」（平成27年6月30日）においては、「ローカル・アベノミク
ス」を推進する施策として、「中小企業団体、地域金融機関等による地域企業に対する
経営支援等の参考となる評価指標・評価手法（ローカルベンチマーク）」の策定が盛り
込まれている。

 そのような背景のもと、地域企業の経営支援等の参考となる評価指標・手法「ローカル
ベンチマーク」を、平成２７年５月から検討会を開催し検討。

 検討にあたっては、各機関で使われている分析手法等を参考にして、企業の実態を把
握するために押さえておくべき基本要素を抽出しつつ、改めてそれぞれの指標や手法の意
義や有効性を検証した。

 ローカルベンチマークが企業の経営者等と金融機関、支援機関の対話を深める入口とし
て使われることを念頭に置いて、それぞれの利用者にとってわかりやすく、使いやすい「ツー
ル（道具）」の検討も行われた。
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「未来投資に向けた官民対話」

（資料）首相官邸ホームページ

地域企業の経営診断の指標として『ロー
カルベンチマーク』を策定しました。これ
を活用し、地域の金融機関や支援機関が企
業と対話を深め、担保や個人保証に頼らず、
生産性向上に努める企業に対し、成長資金
を供給するよう促してまいります。

 安倍総理は、第４回「未来投資に向けた官民対話」（平成２８年３月４日）
において、ローカルベンチマークを活用した制度設計を指示。

安倍総理大臣発言（抜粋）




